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京都市学校職員労働組合

共同作業についての取り 組み
職の確立のために

（ 副委員長） ・ （ 書記長）植田寿惠 中野乃里子

共同作業にいたった背景

まず 「共同作業とは何か」についてです。、

背景として 3点あります。

1．管理用務員職種の向上を図るためには、管

理用務員が学校になくてはならない存在であ

ることを示すことが重要。

2．各学校に配置されている 1 ～ 2 名管理用務

員では、出来る作業に限界がある。

3．職員の高齢化や女性職員が増加する中で、

個々の管理用務員の持つ、優れた技能を継承

する必要がある。

共同作業が検討された時、京都市内の各学校、

幼稚園には 1名ないし 2名の管理用務員が配置

され、それぞれの管理用務員が勤務校の学校教

育環境の整備に従事していましたが、個人で出

来る作業にはおのずと限界があり、特に不得意

な作業はどうしても後回しになってしまいがち

でありました。また、せっかく特別な技能をも

った職員がいても、その学校以外ではその能力

を発揮することが出来ないのが実情でした。

そうした状況を克服し、管理用務員の新しい

作業形態として、複数の学校から一定人数の管

理用務員が 1つの学校に集まり、仲間同士協力

して普段なかなか出来なかった作業に共同で従

事するという、これまでと全く違う方式で、各

学校・幼稚園の教育環境の整備を行い、教育現

場における管理用務員の存在価値を大きくアピ

ールさせる

⇒ これが共同作業です。

実践までの経緯

次に実現までの経緯ですが、これには学職労、

教育委員会、校長会の 3者協議の場として立ち

上げた「学校教育近代化対応研究会」が大きな

役割を果たしました。

「研究会設立」の趣旨

1．教育の近代化に対応しうる管理用務員職種

象の追求。

2．関集会の確立や日常作業の充実と職種の向

上。

3．教育職場に必要不可欠な職種としての確立

4．児童・生徒・保護者・地域住民の期待に応

える。

5．研究会協議を通した共通認識、共通理解。

当時、教育環境の近代化に伴い職場環境が大

きく変化するとともに、仕事の内容が変わりつ

つあり、また週休 2日制が進むもとで、学校施

設の地域開放も積極的に進められるなか、学職

労がそれまでに進めてきた運動方針である、

「園児・児童・生徒を主人公に教育環境の整備

は我々の手で」の実践・充実とあわせて、学校

週 5日制への対応や地域社会へのかかわりが重

要な課題となっていました。

このような課題に対応するためには、従来の

「現状維持」の運動では合理化を阻止すること

は困難であり 「直営」でなければならないと、
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いう条件整備を、管理用務員自身の自主的な運

動で示すことが重要であり、また、服務規律の

徹底や組織的な体質改善、個々の意識転換が求

められていました。そうした職種を取り巻く状

況や、他都市の合理化の実態の危機感から、管

理用務員が教育職場に必要不可欠な職種である

ことの確立を目指し、3 者協議を進めました。

研究会設置の成果

1．新規採用時に服務規律・職務内容につい徹

底を図る。

2．新規採用者について、隔年で研究会を実施

する。

3．全体研修会を隔年で実施する。

4．共同作業を 5年間を目途に実施する。

こうした取組の具体化、実践の推進の一つと

して実施したのが「共同作業」です。

実施にあたっては初めての経験であったため、

賛否両論、様々な意見がありましたが、管理用

務員の将来的な作業形態を模索するとともに、

組織の活性化や反合理化の取り組みとして他都

市の取り組みを見学するなど、実施に向けて協

議を行いました。さらに具体化にむけての意見

を集約し、実践要綱の作成に着手するため、各

学校・幼稚園にアンケート調査を行い、その結

果をまとめ、分析、検討を行いました。

これらの経緯をへて、平成 7 年 8 月 22 日か

ら 25 日までの 4 日間、試行実施を行ったとこ

ろ、実施校では子供たちや教職員はもとより保

護者からも「学校がきれいになってよかった」

との声が上がり、校長会・園長会からもお礼の

電話や手紙が組合に寄せられました。また、Ｐ

ＴＡ新聞やマスコミでも大きく取り上げられる

など、その他の学校や地域など各方面から大き

な反響と高い評価を得ることができました。

また、仲間相互の協力体制の強化、組合組織

全体の団結に大いに役立ち、組合員の職務に対

する意識の高まりももたらしました。

このように「学校教育近代化対応研究会」は

前段の調整協議を含めて 4年間にわたり、その

実績を重ね、平成 7年度末当初の設置の趣旨が

達成したと総括することができました。その総

括に基づき「学校近代化対応研究会」は平成７

年度末をもって発展的に解消し、さらなる職種

の向上と確率を図るため、平成 8年管理用務員

の自主的な研究組織として「京都市学校用務研

究会」が発足し、現在に至っています。

このように試行的に実施された「共同作業」

は内外に大きな成果をもたらし、平成 8年以降

の本格実施について、平成 8年 3月の中央委員

会で決定されたのち、第 50 回定期大会で 5 年

間の継続実施を確認しました。

本格実施となった平成 8年度共同作業では、

1．管理用務員が学校に不可欠な職種であるこ

との確立を図る。

2．仕事に対する認識の高揚を図るとともに、

技術を高める研修の場とすることで職種の向

上をはかる。

3．職場環境や仕事の内容が変わりつつある中

で、将来的な展望を目指し、これからの職種

の在り方を追求する。

4．支部の主体性や仲間相互の協力体制を強化

し、組織全体の団結と活性化を図る。

5．共同作業をもとに教育委員会や校長会・園

長会との協力体制を密にする。

6．管理用務員職種の必要性をアピールし、合

理化を跳ね返す。

という基本的な考え方を十分に踏まえて、夏期

休業に入った早々の 7 月 22 日から、各支部

（行政区）一斉に実施し、規模・内容・ともに

前回を上回る大きな成果をあげました。

平成 12 年からは、教育委員会からも研修と

して認められるものになり、正規職員・嘱託・

臨時職員を問わず、すべての管理用務員を対象

に年々充実が図られております。

次ページの表は、実施状況と参加者の延べ人
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2006（平成 18）年度実施状況

共同作業参加者延べ人数

北 7/25～28 樹木剪定、教室樹脂加工、塗装 68

上京 7/25～28 PC台・戸棚製作、樹木剪定 68

中京 8/1～4 側溝砂上げ、樹木剪定 45

下京 7/25～28 体育館内壁塗装、床樹脂加工 70

南 7/25～29 すのこ製作 55

左京 7/25～28 体育館内外壁塗装、床樹脂加工 87

東山 8/2～5 校舎内塗装 47

山科 7/25～28 渡り廊下塗装、プランター台製作 56

右京 7/25～28 校舎内廊下塗装 59

西京 7/25～28 教室ワックスがけ、棚製作 77

伏見東 7/24～27 植木・樹木剪定 87

伏見西 7/25～28 樹木剪定、草刈り 68

数推移です。

実施内容は各支部ごとに、内容を決定 → 参

加者の取りまとめ → 資材の発注、と、各支部

長の準備にかかわる作業は、かなり大変なもの

がありますが、共同作業の意義と目的を理解し

意欲的に取り組んでいます。

参加者の感想

共同作業の参加者の感想ですが、実施当時に

は 「夏の暑い時期になんでこんなしんどいこ、

とをするのか」という声もありましたが、年々

前向きにとらえた感想をいただくようになりま

した。

・たくさんの職員が集まり、じっくりと時間を

かけることにより身につく研修ができた。

・側溝の砂上げや大掛かりな剪定は、真夏に行

うにはかなりの体力を要し、1 人では出来な

いが、大勢で集中的に行うと、効率の良い作

業ができた。
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・毎年、技術を持った方に教えて頂いたり、皆

で話し合ったり、新しいことにチャレンジし

ながら研修をしていく中で、みんなの意識も

向上しているように感じる。

・1 人では出来ない作業も、みんなでやれば楽

しく、仲間意識も高まる。

このように、本当に良い声が毎年の反省で支

部からあがり、共同作業が管理用務員にしっか

りと定着しつつあります。

現在、管理用務員職種を取り巻く状況は非常

に困難なものがあります。学校教育・公務員労

働者に対し、市民の厳しい目がむけられており

ます。学校での不適切な対応や公務員の不祥事

などがあるのは事実ですが、必要以上の学校バ

ッシング、公務員バッシングとも言えるような

ものがある状況です。

また、学職労では、平成 11 年から新規採用

がストップされております。民間委託について

は、まだ京都市では行われていない状況ですが、

他都市ではかなり進んできている状況であり、

国も「民間にできることは民間に」との方針で、

民間委託化方針を出していない自治体に対して

も、強力な指導を行っていると聞いています。

さらに、少子化や核家族化なども、子どもた

ちを取り巻く状況の変化、地域の教育力の低下

により、学校に求められることが増え、学校業

務は、複雑化・多忙化しています。

こうしたなか、管理用務員職種が合理化の波

に飲み込まれることなく、学校になくてはなら

ない職種であるためにどうあるべきか、一層の

充実に努めていく必要があります。

そのためには、共同作業のさらなる推進によ

る、専門職としての技能・専門性の向上が必要

です。財政難のおり、業者に発注しなければな

らないような業務を共同作業で実施していくこ

とは、有効であると考えます。

また、職務内容の見直しということで、学職

労では 18年度末、労働協約を 20 年ぶりに再締

結しました。今日の実態にあわせた文言の整理

を行うとともに、新たに庶務的業務の項目を追

加するなど、学校現場のニーズにあわせた内容

としました。中心となる業務は環境整備である

ことには違いありませんが、ますます複雑化す

る学校業務に対し、庶務的業務に管理用務員職

種が積極的に関わっていくことが、学校職員と

しての専門性を高め 「学校になくてはならな、

い職種」となることにつながっていくと考えて

います。

そして、技能・資質を高め、研修等の実施に

ついて企画・実施を求めていく必要があります。

「京都市学校用務研究会」では、共同作業だ

けではなく、年間計画をたて、全教職員の研修

計画冊子のなかにも掲載し、毎月計画にそって

研修を行い、学校内のあらゆる業務にも対応で

きるよう日々努力しております。

女性管理用務員も男性に頼ることのないよう、

何でもできる管理用務員を目指し、研修を重ね

ており、近頃では自立した管理用務員が増えて

きています。

また管理用務員が学校の総合学習の授業の講

師として、生徒とともに技術指導している者も

出てきています。

これからも、学職労としては、職種の維持・

向上・職の確立にむけて、共同作業や、新たな

職務内容や職場環境の在り方について当局に提

案し、前進していきたいと考えています。今後

とも学職労の取り組みにご支援を賜りますよう

お願いいたします。
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